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持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会 

報告書について 
 

１ 「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会」について 

  本研究会は、人口減少下において、地域の担い手を含めた資源の不足や偏在が深刻化す

る中で、自治体の行財政のあり方を持続可能なものにしていくため、具体的な課題の整理

及び対応の方策について幅広く議論を行うことを目的として、令和６年１１月に総務省

が設置（有識者会議）。 

山本隆司東京大学大学院教授を座長とし、その他に法学や経済学の学識者や民間企業・

団体の代表など１１人で構成、地方六団体をオブザーバーとして８回開催され、令和７年

６月に報告書がとりまとめられた。 

 

２ 報告書の全体概要（資料２参考資料参照） 

(1) 人材不足等の状況 

生産年齢人口が減少し、自治体では専門人材等の人材不足が喫緊の課題 

団塊ジュニア世代の退職によって、今後は一般行政職員を含め人材不足が深刻化 

 

(2) 「事務処理に関する課題と対応」について 

対応方策 ⇒ 事務を減らす、まとめる（水平補完・垂直補完） 

担い手を広げる（民間活用・住民参加）、生産性を高める 

↓ 

デジタル技術活用・都道府県が市町村の検討を支援・国が具体的対応策の選択肢提示 

↓ 

市町村優先の原則を踏まえた、国・都道府県・市町村の役割分担等の制度見直し 

 

 (3) 公務人材の確保  都道府県が市町村の公務人材確保を支援 

 

 (4) 地方議会議員のなり手不足対策 

女性等が参画しやすい環境整備、兼職等あり方検討 

 

 (5) 産業・観光等の民間との連携が不可欠である分野における対応 

都道府県域を超える広域単位で多様な主体が連携した取組（広域リージョン連携） 

 

(6) 税制面での課題等   税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築 

資料２ 


